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Ⅰ
．�

中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
の
経
営
力

向
上
と
持
続
的
発
展
の
推
進

⑴�
「
経
営
発
達
支
援
計
画
」
に
基
づ
き
、
ク

ラ
ウ
ド
会
計
の
導
入
支
援
を
は
じ
め
、

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
の
基
礎
か
ら
実
践
的
な

手
法
に
つ
い
て
の
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施
し
た
。

⑵�
国
、
県
、
市
が
実
施
す
る
各
種
補
助
金
制

度
や
税
制
特
例
の
活
用
を
目
指
す
中
小
企

業
・
小
規
模
事
業
者
に
対
し
て
、
事
業
計

画
の
作
成
支
援
や
採
択
後
の
フ
ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ
を
行
っ
た
。（
小
規
模
事
業
者
持

続
化
補
助
金
：
採
択
８
件
）

Ⅱ
．�

中
心
市
街
地
の
賑
わ
い
と
魅
力
向
上
に

よ
る
ま
ち
の
再
生

⑴�
「
新
潟
古
町
芸
妓
」
を
「
新
潟
ブ
ラ
ン
ド
」

と
捉
え
、
伝
統
文
化
や
花
街
文
化
の
情
報

発
信
事
業
を
推
進
し
た
。
ま
た
、
新
潟
市

の
魅
力
あ
る
コ
ン
テ
ン
ツ
を
動
画
配
信
す

る
と
と
も
に
、
古
町
芸
妓
Ｈ
Ｐ
の
リ

ニ
ュ
ー
ア
ル
や
ス
マ
ホ
ア
プ
リ
（
新
潟
シ

テ
ィ
）
の
普
及
等
に
努
め
た
。

⑵�
商
店
街
の
現
状
調
査
を
行
い
、「
古
町
地

区
活
性
化
ま
ち
づ
く
り
調
査
報
告
書
」
を

作
成
し
た
。
ま
た
、
商
店
街
関
係
者
に
対

す
る
説
明
会
を
開
催
し
、
今
後
の
役
割
、

方
向
性
等
の
情
報
共
有
を
図
っ
た
。

Ⅲ
．�

地
方
創
生
に
向
け
た
地
域
振
興
事
業
の

推
進

⑴�
新
潟
港
の
利
用
促
進
に
向
け
、
近
隣
の
商
工

会
議
所
を
通
じ
て
広
く
助
成
制
度
等
の
Ｐ
Ｒ

を
行
っ
た
。ま
た「
信
濃
川
お
花
見
ク
ル
ー
ズ
」

や「
信
濃
川
ク
ル
ー
ズ
体
験
×
ミ
ニ
ラ
イ
ブ
」

を
開
催
し
て
新
潟
港
の
賑
わ
い
を
創
出
し
た
。

⑵�
ロ
シ
ア
極
東
視
察
研
修
を
は
じ
め
、
既
存

路
線
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
等
に
積
極
的
に
参
加

す
る
な
ど
、国
内
線
も
含
め
、行
政
等
と
一

体
と
な
っ
た
搭
乗
率
向
上
と
増
便
や
定
期

便
化
に
向
け
た
働
き
か
け
を
行
っ
た
。そ
の

結
果
、国
内
線
で
は
、Ｌ
Ｃ
Ｃ
の
ピ
ー
チ
・

ア
ビ
エ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
関
西
空
港
へ
の

新
規
航
空
路
線
が
３
月
に
開
設
さ
れ
た
。

⑶�
ア
イ
ド
ル
グ
ル
ー
プ
Ｎ
Ｇ
Ｔ
48
メ
ン
バ
ー

を
起
用
し
て
、
新
潟
港
に
ゆ
か
り
の
あ
る

名
所
旧
跡
等
を
紹
介
す
る
新
潟
開
港

１
５
０
周
年
記
念
Ｐ
Ｒ
動
画
を
作
成
し
、イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
配
信
し
て
国
内
外
に
広

く“
み
な
と
ま
ち
新
潟
”の
周
知
を
図
っ
た
。

Ⅳ
．
提
言
・
要
望
活
動
等
の
推
進

⑴�
各
関
係
機
関
に
対
し
、
地
域
中
小
企
業
の

活
力
強
化
と
経
営
環
境
改
善
の
実
現
に
向

け
た
提
言
・
要
望
活
動
を
実
施
し
た
。
そ

の
結
果
、
事
業
承
継
税
制
の
大
幅
な
拡
充

や
、
賃
上
げ
・
生
産
性
向
上
の
た
め
の
税

制
措
置
な
ど
が
実
現
し
た
。

⑵�
平
成
30
年
度
新
潟
市
の
政
策
に
対
す
る
要

望
を
新
潟
、
新
津
、
亀
田
の
３
商
工
会
議

所
合
同
で
継
続
し
て
実
施
し
た
こ
と
に
よ

り
、
新
潟
市
の
中
小
企
業
振
興
、
地
域
振

興
政
策
等
に
反
映
さ
れ
た
。

⑶�

「
農
業
を
活
用
し
た
地
域
活
性
化
に
向
け
た
提

言
～
ク
ラ
ス
タ
ー
形
成
に
よ
る
交
流
・
定
住

人
口
の
増
加
を
目
指
し
て
～｣

（
政
策
委
員
会
）

を
新
潟
市
へ
、｢

農
産
品
を
含
め
た
新
潟
県
産

品
の
“
オ
ー
ル
新
潟
”
に
よ
る
共
同
輸
出
体

制
構
築
に
向
け
た
提
言
書｣

（
国
際
貿
易
委
員

会
）
を
新
潟
県
、
新
潟
市
へ
提
出
し
た
。

Ⅴ
．
組
織
・
財
政
基
盤
の
強
化

⑴��

29
年
度
の
入
退
会
状
況
は
入
会
２
２
１
社

（
内
79
社
は
会
員
の
紹
介
）、
退
会
１
７
１

社
の
純
増
50
社
と
な
っ
た
。
年
度
末
会
員

数
は
４
、５
１
０
社
と
な
り
、
13
年
連
続

で
年
度
末
会
員
数
純
増
と
新
規
加
入

２
０
０
社
以
上
を
達
成
し
た
。
ま
た
、
全

職
員
に
よ
る
会
員
事
業
所
訪
問
を
実
施

し
、
年
間
で
約
２
、１
０
０
社
を
訪
問
し

て
事
業
Ｐ
Ｒ
に
努
め
、
当
所
事
業
の
利
用

促
進
に
つ
な
が
っ
た
。

⑵�
部
会
、
委
員
会
、
女
性
会
の
活
動
に
加
え
、

会
員
大
会
、
新
年
祝
賀
会
、
新
会
員
交
流

会
、
支
社
長
・
支
店
長
・
営
業
所
長
等
交

流
懇
談
会
、
入
会
10
年
会
員
交
流
会
を
開

催
し
、
多
く
の
参
加
者
を
得
て
新
た
な
人

脈
づ
く
り
に
貢
献
し
た
。

振
興
委
員
を
委
嘱

　

～
小
規
模
企
業
振
興
委
員
連
絡
会
議
～

　

小
規
模
企
業
振
興
委
員
の
第
１
回
連
絡
会
議

を
６
月
28
日
に
開
催
し
、
54
名
の
振
興
委
員
に

委
嘱
状
を
交
付
し
ま
し
た
。

　

振
興
委
員
は
、
小
規
模
事
業
者
が
抱
え
る
課

題
や
相
談
な
ど
を
当
所
に
仲
介
す
る
ほ
か
、
当

所
が
行
う
経
営
改
善
普
及
事
業
の
推
進
の
た
め
、

市
内
の
各
地
域
か
ら
選
任
さ
れ
、
小
規
模
事
業

者
と
の
橋
渡
し
役
を
担
い
ま
す
。

　

会
議
で
は
、
当
所
の
中
小
企
業
相
談
事
業

計
画
並
び
に
振
興
委
員
の
役
割
り
・
振
興
委

員
事
業
計
画
等
の
説
明
と
あ
わ
せ
、
会
員
増

強
運
動
に
対
す
る
協
力
を
依
頼
し
ま
し
た
。

　

そ
の
後
、
ワ
ー
ク
社
労
士
代
表
の
五
十
嵐
保
氏

が
、
労
働
法
で
規
定
さ
れ
て
い
る
労
働
時
間
の
再

確
認
と
、
生
産
性
向
上
を
図
る
取
組
に
対
す
る
補

助
金
・
助
成
金
な
ど
に
つ
い
て
説
明
し
ま
し
た
。

※
振
興
委
員
に
つ
い
て
は
、
本
誌
同
封
の
名
簿
を

ご
参
照
く
だ
さ
い
。

　

６
月
25
日
、
第
１
５
４
回
通
常
議
員
総
会
を
１
１
６
名
の
出
席
で
開
催
し
、
平
成
29
年
度
事
業
報

告
並
び
に
収
支
決
算
を
全
会
一
致
で
承
認
し
ま
し
た
。
ま
た
、
会
員
増
強
運
動
で
は
13
年
連
続
で

２
０
０
社
以
上
の
新
規
会
員
加
入
を
達
成
し
ま
し
た
。
会
員
の
皆
様
の
ご
協
力
に
厚
く
御
礼
申
し
上

げ
ま
す
。
事
業
報
告
の
「
主
な
成
果
」
の
概
要
は
次
の
と
お
り
。

平
成
29
年
度　

事
業
報
告
・
収
支
決
算
を
承
認

～
第
１
５
４
回
通
常
議
員
総
会
～

通常議員総会で挨拶する福田会頭



3

会議所の き動
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31
年
度
税
制
改
正
お
よ
び
中
小
企
業
政
策

に
関
す
る
要
望
案
に
つ
い
て
意
見
交
換

�
～
企
業
経
営
委
員
会
～

　

企
業
経
営
委
員
会
（
佐
藤
紳
文
委
員
長
）

は
、６
月
１
日
に
第
３
回
委
員
会
を
開
催
し
、

税
制
改
正
お
よ
び
中
小
企
業
政
策
に
関
す
る

最
終
要
望
案
の
取
り
ま
と
め
を
行
い
ま
し

た
。
出
席
者
は
11
名
。

　

税
制
改
正
に
関
す
る
要
望
で
は
、「
大
幅

に
拡
充
さ
れ
た
事
業
承
継
税
制
の
周
知
」
や

「
非
上
場
株
式
の
評
価
方
法
の
見
直
し
」、「
消

費
税
軽
減
税
率
・
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
導
入

廃
止
」
な
ど
を
中
心
と
し
、
中
小
企
業
政
策

に
お
い
て
は
、「
円
滑
な
事
業
承
継
の
実
現

に
向
け
た
支
援
体
制
の
強
化
」
や
「
地
域
活

性
化
の
た
め
の
広
域
観
光
の
推
進
」
な
ど
を

新
た
に
要
望
し
て
い
ま
す
。

　

本
要
望
は
、
６
月
25
日
開
催
の
常
議
員
会

で
承
認
さ
れ
、
そ
の
後
、
日
本
商
工
会
議
所

へ
提
出
し
ま
し
た
。

　

要
望
の
概
要
は
本
誌
８
頁
を
参
照
、
詳
細

は
当
所
Ｈ
Ｐ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

運
送
業
者
に
必
要
な
も
の
を
学
ぶ

�

～
輸
送
業
部
会
～

　

輸
送
業
業
部
会
は
、
６
月
５
日
に
部
会
を

開
催
し
、新
部
会
長
に
、日
本
通
運
㈱
信
越
エ

リ
ア
担
当
兼
新
潟
支
店
長
の
髙
橋
哲
哉
氏
を

選
出
し
ま
し
た
。（
出
席
者
23
名
）

　

そ
の
後
、
ト
ラ
ボ
ッ
ク
ス
㈱
代
表
取
締
役

社
長
の
吉
岡
泰
一
郎
氏
を
講
師
に
、「
激
動

の
時
代
を
勝
ち
抜
く
運
送
会
社
と
は
？
～
社

長
が
一
人
で
営
業
し
て
い
ま
せ
ん
か
？
新
た

な
売
上
を
今
月
獲
得
す
る
方
法
を
伝
授
！

～
」
と
題
し
て
講
演
会
を
開
催
し
ま
し
た
。

　

吉
岡
氏
は
、
運
送
会
社
に
必
要
な
も
の
は

「
営
業
力
」
で
あ
り
、「
新
規
開
拓
」「
既
存

取
引
先
の
見
直
し
」
を
考
え
る
必
要
が
あ
る

と
述
べ
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
営
業
を
す
る

方
法
を
、
自
社
で
運
営
し
て
い
る
日
本
最
大

級
の
物
流
オ
ン
ラ
イ
ン
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
「
ト

ラ
ボ
ッ
ク
ス
」
を
用
い
て
説
明
し
ま
し
た
。

　

日
本
を
走
る
ト
ラ
ッ
ク
１
４
０
万
台
の

内
、
約
50
％
は
空
の
状
態
で
走
っ
て
い
る
こ

と
か
ら
、
荷
物
を
運
ん
で
欲
し
い
荷
主
と
、

向
か
う
先
が
同
じ
で
あ
る
空
車
ト
ラ
ッ
ク
の

マ
ッ
チ
ン
グ
は
、
経
済
効
率
や
環
境
面
で
重

要
で
あ
る
と
強
調
し
ま
し
た
。

「
韓
国
と
新
潟
の
地
域
間
交
流
セ
ミ
ナ
ー
」

を
開
催

�

～
新
潟
国
際
ビ
ジ
ネ
ス
研
究
会
～

　

新
潟
国
際
ビ
ジ
ネ
ス
研
究
会
で
は
、
６
月

７
日
、「
韓
国
と
新
潟
の
地
域
間
交
流
セ
ミ

ナ
ー
」
と
題
し
て
、講
演
会
を
開
催
し
ま
し
た
。

（
ジ
ェ
ト
ロ
新
潟
共
催
、
参
加
者
45
名
）

　

当
日
は
、
駐
新
潟
大
韓
民
国
総
領
事
館 

総
領
事
の
鄭ジ

ョ
ン

美ミ

愛エ

氏
が
「
韓
国
最
新
経
済

情
勢
と
韓
国
の
若
年
層
の
日
本
で
の
就
職
事

情
」と
題
し
て
講
演
し
、「
韓
国
の
青
年
失
業

率
が
９
・
９
％
と
過
去
最
大
で
、
Ｓ
Ｋ
Ｙ
と

呼
ば
れ
る
三
大
名
門
大
学
（
ソ
ウ
ル
・
高
麗
・

延
世
大
学
）
で
も
就
職
が
難
し
い
。
海
外
企

業
へ
の
志
向
も
強
く
、
日
本
企
業
は
韓
国
の

優
秀
な
人
材
を
獲
得
す
る
チ
ャ
ン
ス
で
あ

る
」
と
説
明
し
ま
し
た
。

　

続
い
て
、
朝
日
酒
造
㈱ 

営
業
本
部
海
外

事
業
部
長
の
遠
藤
好
一
氏
か
ら
、「
朝
日
酒

造
に
お
け
る
海
外
ビ
ジ
ネ
ス
の
現
状
と
今
後

に
つ
い
て
」
と
題
し
、
同
社
の
貿
易
実
務
や

海
外
で
の
営
業
展
開
に
つ
い
て
説
明
が
あ
り

ま
し
た
。

　

参
加
者
か
ら
は
、「
韓
国
の
就
職
事
情
な

ど
の
情
報
が
得
ら
れ
有
意
義
だ
っ
た
」
と
の

意
見
が
多
く
寄
せ
ら
れ
ま
し
た
。

インターネットを活用した営業の
メリットを学ぶ参加者

講演する駐新潟大韓民国総領事館 
総領事 鄭美愛氏

工場・事務所・倉庫・店舗の建築は
おまかせください！

コスモ建設㈱

システム建築により自由設計、
ローコスト・短工期を実現！

〒950-0983　　　
新潟県新潟市中央区神道寺2-2-25

TEL025-245-7111　FAX025-245-7119
メールアドレス：info@cosmo-k-co.com

で検索
※㈱住金システム建築
　の施工会員です。


